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23年度決算

補助金交付

補助金交付

46,998

0

0

0

46,998

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

47,729

60,714.00

1,711.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

618.3

24年度決算

補助金交付

補助金交付

47,597

0

0

0

47,597

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

48,328

61,762.00

3,649.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

626.2

25年度予算

補助金交付

50,488

0

0

0

50,488

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

51,219

61,000.00

3,500.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

664.3

26年度計画

補助金交付

51,245

0

0

0

51,245

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

51,976

61,000.00

3,500.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

674.2

27年度計画

補助金交付

52,013

0

0

0

52,013

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

52,744

61,000.00

3,500.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

684.3

28年度計画

補助金交付

52,793

0

0

0

52,793

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

53,524

61,000.00

3,500.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

694.6

29年度計画

補助金交付

53,584

0

0

0

53,584

0.11

6,646

0.00

2,544

0.00

54,315

61,000.00

3,500.00

0.00

0.00

76.00

0.00

0.00

0.00

705.0

平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 21 事務事業名 行政区活動補助金

施策体系
部 総務部

政策   6 協働によるまちづくり
担当部署 地域支援課地域づくり支援係

施策 1 市民協働の推進
事務区分 自治事務

筑後市行政区活動
補助金交付要綱

上位施策のねらい
自分のまちを自分たちで担う人が増加し、
地域コミュニティが形成されている。

根拠法 作成日 平成25年 7月 9日
令･要
綱等 事業開始

事業終了
基本事業 地域コミュニティ活動の活性化

必要度合 不特定の市民にも受益が及ぶ事務事業

１．事務事業の目的、指標等 成果指標名① 単位
類似事務事業

ちっご「ふれあいの里づくり」事業
地域コミュニティ助成事業

地域づくり活動延べ参加者数 人

計算式 補助金実績報告書調査

成果指標名② 単位

地域づくり活動延べ回数 回

計算式 補助金実績報告書調査
事業立案のねらい（何・誰をどのような状態にしたいのか）

各行政区が創意工夫により、自らの力で地域づくりを推進し,
行政区自治運営及び自治活動の活性化、地域住民の連帯、自
治意識の高揚を図り、地域コミュニティが充実発展する。

成果指標名③ 単位

計算式

成果指標名④ 単位

事業を取 事業の受益者 事業の利害関係者 その他関係団体
り巻く関 計算式
係者 行政区民（市民）

活動指標名① 単位
実施内容（年度別に異なる場合は分かるように） 補助金交付行政区数 行政区
「行政区活動補助金」とは行政区の活動及び運営の活性化のため財政的支援を行うものである。
⑴　行政区運営補助金
10月に交付・・・1,500円×世帯数
行政区内の事業運営を支援するための補助
⑵　地域づくり活動補助金
2月に交付・・・700円×世帯数上限
事業経費の合計額の3分の2以内での補助
⑶　隣組活動補助金
2月に交付・・・610円×世帯数上限
内訳：600円（隣組長活動費）
　　　 10円（行政区事務費）

活動指標名② 単位

活動指標名③ 単位

活動指標名④ 単位

２．コスト、実績の推移

計画

　年度別計画
実績

ア予算額・決算額 千円

　　国・県支出金

　　その他財源

　　地方債

　　一般財源

イ従事者数(正規) 人

ウ年平均給与額 千円

エ従事者数(再任用等) 人

オ年平均給与額 千円

カ従事者数(臨時等) 人

キ総コスト(ア+イ*ウ+エ*オ)千円

ク成果指標① 人

　　　　　② 回
　　　　　③

　　　　　④

ケ活動指標① 行政区

　　　　　②

　　　　　③

　　　　　④

コ活動1件当たりコスト 千円
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平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 21 事務事業名 行政区活動補助金

３．環境変化

事務事業を取り
巻く環境が変化
していないかこ
のまま推移する
と懸念されるこ
と

行政区の活性化のための補助金であるが、市では新たに校区単位の活性化も目指している
。今後は、行政区活動と校区活動を融合し、相乗効果によりさらなる活性化を目指し、ま
ちづくりを進めることが課題である。

４．評　価

ア必要性
依然として市が行う必要
があるか。民間に任せら
れないか

見直し余地あり 上位施策貢献度 大

市民協働を進めるうえで、まず市民が日常的にコミュニティ活動へ参加するこ
とは欠かせない。地域が自主的に地域づくりに取り組むための活動を支援する
ことが必要。しかし、全校区でコミュニティが設立した後には行政区と校区の
補助について整理が必要。

イ公平性
受益者層は妥当か
受益者負担見直しの余
地はあるか

見直し余地あり

行政区未加入者へ地域コミュニティへの参加の働きかけが必要。

ウ有効性
成果向上につながって
いるか。成果は順調に
出ているか。改善見直
しの余地はないか

見直し余地なし 成果向上の余地 大

この補助金を活用し、福祉事業から生涯学習事業など活発な事業活動が展開さ
れ、またその活動費の一部として使用されており、地域活性化へつながってい
ると言える。

エ効率性
効率的といえるか
改善見直しの余地はな
いか

見直し余地あり コスト削減余地 無

今後校区コミュニティを推進する中で、補助金の目的の明確化について、さら
に求められることが予測される。交付する根拠の整理が必要であると同時に、
行政区においても住民に対し使途の説明を行っていく必要がある。

５．総合評価

課長 城戸淳一ア　総合評価 イ　前回評価後の改善内容

改善案
の進捗
実施状
況

実績報告において、活動実績の細
かな報告を求めた。事業（成果）の方向性

休廃止 終期

統合 統合事務事業 ウ　今後の具体的な対応策、実施案

計画通り実施する。

継続 成果向上
期間変更

成果維持
手段改善

成果減少

次年度の投入資源

事業費 拡大
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23年度決算

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

・行政区長会議の開催

（4・7・9・10・1月）

・行政区長視察研修

（11/7～8）

・講演会、研修会

（11月「食育講演」

　2月「男女共同参画

社会」）

69,316

0

0

0

69,316

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

73,304

53.10

94.80

0.00

0.00

2.00

0.00

0.00

0.00

34,658.0

24年度決算

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

・行政区長会議の開催

（4・7・9・10・2月）

・行政区長視察研修

（11/27～28）

・講演会、研修会

（7月「災害」

　11月「まちづくり」

　11月「自殺対策」）

69,683

0

0

0

69,683

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

73,671

59.10

95.50

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

23,227.6

25年度予算

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

73,497

0

0

0

73,497

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

77,485

60.00

95.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

24,499.0

26年度計画

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

74,129

0

0

0

74,129

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

78,117

60.00

95.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

24,709.6

27年度計画

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

75,001

0

0

0

75,001

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

78,989

60.00

95.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

25,000.3

28年度計画

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

75,888

0

0

0

75,888

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

79,876

60.00

95.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

25,296.0

29年度計画

・行政区長会議

の開催

・行政区長視察

研修

・講演会、研修

会

76,792

0

0

0

76,792

0.60

6,646

0.00

2,544

0.00

80,780

60.00

95.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

25,597.3

平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 22 事務事業名 行政区長会事務

施策体系
部 総務部

政策   6 協働によるまちづくり
担当部署 地域支援課地域づくり支援係

施策 1 市民協働の推進
事務区分 自治事務

筑後市行政区長設
置規則

上位施策のねらい
自分のまちを自分たちで担う人が増加し、
地域コミュニティが形成されている。

根拠法 作成日 平成25年 8月 9日
令･要
綱等 事業開始

事業終了
基本事業 施策の総合推進

必要度合 市民の生命・財産・権利を擁護、不安解消

１．事務事業の目的、指標等 成果指標名① 単位
類似事務事業 行政からの情報が早く、わかりやすく伝えられていると思う市民の割合 ％

計算式 市民アンケート「思う+どちらかといえば思う」

成果指標名② 単位

総世帯数に対する行政区を通じた広報配布率 ％

計算式 行政区を通じた広報配布数÷総世帯数
事業立案のねらい（何・誰をどのような状態にしたいのか）

市と市民とのパイプ役である行政区長をとおして、市の業務
と地域の業務が円滑に行える体制整備を行う。

成果指標名③ 単位

計算式

成果指標名④ 単位

事業を取 事業の受益者 事業の利害関係者 その他関係団体
り巻く関 計算式
係者 ・行政区長・市民

活動指標名① 単位
実施内容（年度別に異なる場合は分かるように） 区長研修会開催回数 回

市からの連絡事項並びに情報を正確かつ迅速に市民に伝えると
ともに、市へ各種調査に対する報告を行う。
・行政区長会議の開催（市からの連絡事項等の伝達）
・行政区長視察研修の実施（秋頃）
・講演会、研修会の開催（年２回程度）
・報酬：（月額）平等28,000円＋（世帯数×210円）

活動指標名② 単位

回

活動指標名③ 単位

活動指標名④ 単位

２．コスト、実績の推移

計画

　年度別計画
実績

ア予算額・決算額 千円

　　国・県支出金

　　その他財源

　　地方債

　　一般財源

イ従事者数(正規) 人

ウ年平均給与額 千円

エ従事者数(再任用等) 人

オ年平均給与額 千円

カ従事者数(臨時等) 人

キ総コスト(ア+イ*ウ+エ*オ)千円

ク成果指標① ％

　　　　　② ％
　　　　　③

　　　　　④

ケ活動指標① 回
　　　　　② 回
　　　　　③

　　　　　④

コ活動1件当たりコスト 千円
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平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 22 事務事業名 行政区長会事務

３．環境変化

事務事業を取り
巻く環境が変化
していないかこ
のまま推移する
と懸念されるこ
と

・アパート等の集合住宅が増加傾向にある中で、行政区内の取り組みに無関心な世帯が増
え、区長をはじめとする行政区内役員と住民との十分な意思疎通ができず、情報伝達が滞
るといった問題が出てきている。
・区長他、行政区内役員のなり手が不足し、役員の高齢化が進む一方、強制的な役員割当
による住民間のトラブルも発生している。
・６校区で校区コミュニティ協議会が設立された。（平成２５年３月末現在）

４．評　価

ア必要性
依然として市が行う必要
があるか。民間に任せら
れないか

見直し余地あり 上位施策貢献度 大

行政区という単位の地域コミュニティは、協働によるまちづくりを進めるうえ
ではなくてはならないものである。しかし、校区コミュニティが全校区で設置
された場合には、市と校区、行政区との役割を明確にしたうえで、それぞれの
コミュニティに応じたサポートが必要となる。

イ公平性
受益者層は妥当か
受益者負担見直しの余
地はあるか

見直し余地あり

行政区長の業務と報酬については、不満を持つ市民が増えている。
行政へ対しての市民ニーズの拡大・多様化に伴い行政区長の業務も拡大・多様
化している。業務内容・業務量について、今後整理が必要。

ウ有効性
成果向上につながって
いるか。成果は順調に
出ているか。改善見直
しの余地はないか

見直し余地なし 成果向上の余地 小

市内全域７６行政区を対象にしており、見直しの余地はない

エ効率性
効率的といえるか
改善見直しの余地はな
いか

見直し余地あり コスト削減余地 有

校区コミュニティを進めるうえで、将来的には校区と行政区の役割の整理の必
要があると思われる。

５．総合評価

課長 城戸淳一ア　総合評価 イ　前回評価後の改善内容

改善案
の進捗
実施状
況

行政区活動は、協働によるまちづくりを
進めるうえではなくてはならないもので
ある。今後校区コミュニティの推進に伴
い、校区活動と行政区活動の棲み分けを
整理し、併せて行政区長業務の整理を行
っていく必要がある。

事業（成果）の方向性

休廃止 終期

統合 統合事務事業 ウ　今後の具体的な対応策、実施案

世帯数の増加により、補助金等の増額が必
要となる。行政区活動の維持、活性化が必
要であり継続して円滑な支援を実施してい
く。課題として、校区コミュニティ協議会
活動と行政区活動の事業を明確化し、相乗
効果を図っていく必要がある。

継続 成果向上
期間変更

成果維持
手段改善

成果減少

次年度の投入資源

事業費 拡大
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23年度決算

地元団体へ
の活動支援
会議開催

地元団体へ
の活動支援
会議

21

0

0

0

21

0.01

6,646

0.00

2,544

0.00

87

66.70

98.79

0.00

0.00

0.00

61.00

0.00

0.00

0.0

24年度決算

地元団体へ
の活動支援
会議開催

地元団体へ
の活動支援
会議

10

0

0

0

10

0.01

6,646

0.00

2,544

0.00

76

85.70

98.83

0.00

0.00

0.00

115.00

0.00

0.00

0.0

25年度予算

地元団体へ
の活動支援
会議開催

92

0

0

0

92

0.01

6,646

0.00

2,544

0.00

158

87.00

100.00

0.00

0.00

1.00

100.00

0.00

0.00

92.0

平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 49 事務事業名 市南西部活性化プロジェクト

施策体系
部 総務部

政策   6 協働によるまちづくり
担当部署 地域支援課地域づくり支援係

施策 1 市民協働の推進
事務区分 自治事務

筑後市南西部地域
活性化ビジョン

上位施策のねらい
自分のまちを自分たちで担う人が増加し、
地域コミュニティが形成されている。

根拠法 作成日 平成25年 7月 9日
令･要
綱等 事業開始

事業終了
基本事業 地域コミュニティ活動の活性化

必要度合 不特定の市民にも受益が及ぶ事務事業

１．事務事業の目的、指標等 成果指標名① 単位
類似事務事業

・ちっご「ふれあいの里づくり」 事業
・行政区活動補助金
・校区コミュニティ支援事業

「子育てしやすい環境が整っている」と思う地域住民の割合（古島・下妻校区のみ） ％

計算式 筑後市まちづくりアンケート調査による

成果指標名② 単位

地域人口の推移率の変化 ％

計算式 該当校区（下妻・古島）人口の対前年比（前年度末人口と今年度末人口の比較）　小数点第3位を四捨五入
事業立案のねらい（何・誰をどのような状態にしたいのか）

下妻校区・古島校区における課題(人口流出による児童減少、
農業後継者不足など）を地域住民組織により解決し、地域の
活性化・人材の発掘・育成を図ることにより、地域住民が住
みやすくなる。

成果指標名③ 単位

計算式

成果指標名④ 単位

事業を取 事業の受益者 事業の利害関係者 その他関係団体
り巻く関 計算式
係者 下妻・古島校区住民

活動指標名① 単位
実施内容（年度別に異なる場合は分かるように） プロジェクト委員会等会議回数 回

15年度に南西部地域活性化ビジョン、筑後市営住宅ストック総
合活用計画が策定された。活性化ビジョンの具体化と地域の諸
課題（農業振興、学校問題など）解決を多角的に検討し、人材
若しくは情報の提供を行う。22年度に下妻校区、23年度に古島
校区でコミュニティ協議会が設立されたことで、協議会を中心
に青少年育成活動・防災活動などの充実が図られるよう支援し
ていく。

活動指標名② 単位

当該地域住民が行う会議の回数 回

活動指標名③ 単位

活動指標名④ 単位

２．コスト、実績の推移

計画

　年度別計画
実績

ア予算額・決算額 千円

　　国・県支出金

　　その他財源

　　地方債

　　一般財源

イ従事者数(正規) 人

ウ年平均給与額 千円

エ従事者数(再任用等) 人

オ年平均給与額 千円

カ従事者数(臨時等) 人

キ総コスト(ア+イ*ウ+エ*オ)千円

ク成果指標① ％

　　　　　② ％
　　　　　③

　　　　　④

ケ活動指標① 回
　　　　　② 回
　　　　　③

　　　　　④

コ活動1件当たりコスト 千円
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平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 49 事務事業名 市南西部活性化プロジェクト

３．環境変化

事務事業を取り
巻く環境が変化
していないかこ
のまま推移する
と懸念されるこ
と

市では校区コミュニティ構想の推進に向け取り組むことで22年度には下妻校区、23年度に
は古島校区でコミュニティ協議会を設立することができた。今後は両協議会活動を中心と
して、南西部地域で抱える課題など地域住民を巻き込んだ取り組みとなるよう検討してい
かなければならない。

４．評　価

ア必要性
依然として市が行う必要
があるか。民間に任せら
れないか

見直し余地なし 上位施策貢献度 小

下妻校区、古島校区については、民間路線バスの廃止、小学校の統合問題など
過疎化現象が著しい地域であり、活性化に向けた取り組みが必要である。

イ公平性
受益者層は妥当か
受益者負担見直しの余
地はあるか

見直し余地なし

南西部地域の過疎化、高齢化など進展しており、地域で解決できる問題ではな
く市全体の課題として検討する必要がある。

ウ有効性
成果向上につながって
いるか。成果は順調に
出ているか。改善見直
しの余地はないか

見直し余地あり 成果向上の余地 小

地域の取り組み状況について、これからは校区コミュニティ協議会を中心に、
住民相互の関係を深めていきながら課題解決に向けて、方策を検討していく必
要がある。

エ効率性
効率的といえるか
改善見直しの余地はな
いか

見直し余地あり コスト削減余地 無

住民主体の校区コミュニティ協議会を中心に、住みよいまちづくりをめざし、
地域の活性化を検討していくことで、事業の推進を図る。

５．総合評価

課長 城戸淳一ア　総合評価 イ　前回評価後の改善内容

改善案
の進捗
実施状
況

平成21年度から地域住民が自ら住みよい
地域づくりを進めるため校区コミュニテ
ィ協議会を立ち上げ活動を行っている。
校区内住民及び団体が集まり地域にあっ
た活性化に向けた取り組みが行えるよう
市で支援を行う必要がある。

事業（成果）の方向性

休廃止 終期 平成２５年度＊校区コミュニティ事業へ移行

統合 統合事務事業 ウ　今後の具体的な対応策、実施案

今年度でこの事業は、廃止となる。次年度
からは、校区コミュニティ協議会を通して
の支援となるので、円滑に移行できるよう
対応していくこと。

継続 成果向上
期間変更

成果維持
手段改善

成果減少

次年度の投入資源

事業費 縮小

6



23年度決算

政策の検討・
実施に向
けての意識づ
くり・政
策の実施
古島・二川の２校区で

協議会を設立

筑後北校区で設立に向

けた協議開始

残りの校区についての

協議会についての啓発

実施

16,557

13,380

0

0

3,177

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

28,188

5.00

0.00

0.00

0.00

236.00

0.00

0.00

0.00

70.1

24年度決算

政策の検討・
実施に向
けての意識づ
くり・政
策の実施
筑後北校区で協議会設

立。筑後・松原・西牟

田校区で協議会設立に

向けた協議会開始

羽犬塚・水洗校区につ

いては、コミュニティ

構想についての説明会

実施

17,021

0

0

0

17,021

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

28,652

6.00

0.00

0.00

0.00

343.00

0.00

0.00

0.00

49.6

25年度予算

政策の検討・
実施に向
けての意識づ
くり・政
策の実施

33,672

0

0

0

33,672

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

45,303

9.00

0.00

0.00

0.00

350.00

0.00

0.00

0.00

96.2

26年度計画

政策の実施

全校区協議会設

置後の

支援体制につい

ての検

討

44,472

0

0

0

44,472

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

56,103

11.00

0.00

0.00

0.00

370.00

0.00

0.00

0.00

120.1

27年度計画

政策の実施

全校区協議会設

置後の

支援体制につい

ての検

討

37,972

0

0

0

37,972

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

49,603

11.00

0.00

0.00

0.00

400.00

0.00

0.00

0.00

94.9

28年度計画

政策の実施
協議会への
支援体制整
備

37,972

0

0

0

37,972

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

49,603

11.00

0.00

0.00

0.00

400.00

0.00

0.00

0.00

94.9

29年度計画

政策の実施
協議会への
支援体制整
備

37,972

0

0

0

37,972

1.75

6,646

0.00

2,544

0.00

49,603

11.00

0.00

0.00

0.00

400.00

0.00

0.00

0.00

94.9

平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 83 事務事業名 校区コミュニティ・地域活動支援事務

施策体系
部 総務部

政策   6 協働によるまちづくり
担当部署 地域支援課地域づくり支援係

施策 1 市民協働の推進
事務区分 自治事務

上位施策のねらい
自分のまちを自分たちで担う人が増加し、
地域コミュニティが形成されている。

根拠法 作成日 平成25年 7月 9日
令･要
綱等 事業開始

事業終了
基本事業 地域コミュニティ活動の活性化

必要度合 受益者の特定が困難で、費用回収が困難

１．事務事業の目的、指標等 成果指標名① 単位
類似事務事業

ふれあいの里づくり事業
南西部活性化プロジェクト

地域づくり団体の数 校区

計算式 小学校区単位で地域づくりに取り組む校区の数

成果指標名② 単位

計算式
事業立案のねらい（何・誰をどのような状態にしたいのか）

　市民と行政との協働推進や地域分権社会に対応していくために、小
学校区を単位とした地域づくりに取り組む「校区コミュニティ協議会
」の設置を目指しているもの。
　地域組織の見直し、世代間交流などにより、地域活動の活性化を図
る。

成果指標名③ 単位

計算式

成果指標名④ 単位

事業を取 事業の受益者 事業の利害関係者 その他関係団体
り巻く関 計算式
係者 市民、行政区、各種団体、市など 市民、行政区、各種団体など

活動指標名① 単位
実施内容（年度別に異なる場合は分かるように） 説明会・会議・研修会の開催数 回

校区コミュニティ協議会の設立を進めるため、行政区関係者、各種
団体等への説明や支援を実施した。
２４年度実績
①行政区長会での進捗状況説明（１回）
②未実施校区への行政区・各種団体説明会（６回）
③協議会設立準備会議、打合せ（４５回）
④協議会設立後の会議、打合せ（２９１回）
⑤協議会拠点施設（事務所）整備（１校区、筑後北）

活動指標名② 単位

活動指標名③ 単位

活動指標名④ 単位

２．コスト、実績の推移

計画

　年度別計画
実績

ア予算額・決算額 千円

　　国・県支出金

　　その他財源

　　地方債

　　一般財源

イ従事者数(正規) 人

ウ年平均給与額 千円

エ従事者数(再任用等) 人

オ年平均給与額 千円

カ従事者数(臨時等) 人

キ総コスト(ア+イ*ウ+エ*オ)千円

ク成果指標① 校区

　　　　　②

　　　　　③

　　　　　④

ケ活動指標① 回
　　　　　②

　　　　　③

　　　　　④

コ活動1件当たりコスト 千円
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平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 83 事務事業名 校区コミュニティ・地域活動支援事務

３．環境変化

事務事業を取り
巻く環境が変化
していないかこ
のまま推移する
と懸念されるこ
と

平成１２年の地方分権一括法により、地域の自主性と責任による地域自治の確立が重要に
なってきた。また、国の財政状況の悪化により、三位一体改革という名目で、地方への交
付金は削減の一途をたどっている。このため、地域の自治基盤を早期に確立し、住民と協
働したまちづくりを進めることが重要となっている。

４．評　価

ア必要性
依然として市が行う必要
があるか。民間に任せら
れないか

見直し余地なし 上位施策貢献度 大

地域自治の確立と住民活動の活性化を図るための提案であり、行政が実施すべ
き事業である。

イ公平性
受益者層は妥当か
受益者負担見直しの余
地はあるか

見直し余地なし

市民全体の公共サービスを充実するために、地域自治の活性化を目的にした事
業であり公平性は確保されている。

ウ有効性
成果向上につながって
いるか。成果は順調に
出ているか。改善見直
しの余地はないか

見直し余地あり 成果向上の余地 大

各校区において、校区の特色、考え方、取り組む姿勢等に違いがあるため、校
区内の行政区長会・市民団体・一般市民と説明会・協議等を重ね、その地区に
合ったより有効な取り組み方法を検討していくことが必要である。一方で行政
区活動と校区活動の棲み分けの整理も必要である。

エ効率性
効率的といえるか
改善見直しの余地はな
いか

見直し余地なし コスト削減余地 無

現段階では、効率性だけでなく、住民の事業に対する理解を深めるため説明会
等を重ね、事業に対する共通の認識をもつことが必要である。住民と市が同じ
認識をもち、事業に協働して取組むことで、住みよいまちづくりへの積極的な
住民参加が、将来的には事業に伴うコスト削減につながることが期待できる。

５．総合評価

課長 城戸淳一ア　総合評価 イ　前回評価後の改善内容

改善案
の進捗
実施状
況

平成２２年度から３小学校区、平成２３年度から２小
学校区そして平成２４年度１小学校区において校区コ
ミュニティ協議会が活動を始められた。平成２５年度
では残り２小学校区が設立準備を進めるため、校区内
の各種団体を集め説明会、話合いを進めるための準備
会立ち上げに向けた取り組みを行う。
また、設立された協議会には、事業運営が円滑に進む
よう、校区担当者を中心に取り組んでいく。

事業（成果）の方向性

休廃止 終期

統合 統合事務事業 ウ　今後の具体的な対応策、実施案

まずは、全校区でコミュニティ協議会を設
立することを目的とする。また、行政区と
校区の関係を整理し、校区制度の明確化を
図り、校区活動の方向性を示していく。

継続 成果向上
期間変更

成果維持
手段改善

成果減少

次年度の投入資源

事業費 拡大
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23年度決算

・講座等開催

・補助金交付（5

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

・「防災の日」講演会

（９月１日）

・筑後市ボランティア

団体・ＮＰＯ活動支援

補助金（3団体計90万

円）

・活動説明会及び実績

報告会（6月29日）

・市民活動団体登録数

32団体（市ＨＰ掲載）

1,283

0

0

0

1,283

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

4,274

11.50

45.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

427.6

24年度決算

・講座等開催

・補助金交付（6

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

・筑後市ボランティア

団体・ＮＰＯ活動支援

補助金（２団体計６０

万円）

・ＳＮＳ講座（４回）

・市民活動団体情報交

換会（１回）

・先進地視察（１回：

久留米みんくる）

1,012

0

0

0

1,012

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

4,003

14.70

43.00

0.00

0.00

3.00

0.00

0.00

0.00

337.3

25年度予算

・講座等開催

・補助金交付（6

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

2,543

0

0

0

2,543

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

5,534

16.00

44.00

0.00

0.00

5.00

0.00

0.00

0.00

508.6

26年度計画

・講座等開催

・補助金交付（6

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

2,543

0

0

0

2,543

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

5,534

17.00

45.00

0.00

0.00

5.00

0.00

0.00

0.00

508.6

27年度計画

・講座等開催

・補助金交付（6

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

2,543

0

0

0

2,543

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

5,534

18.00

46.00

0.00

0.00

5.00

0.00

0.00

0.00

508.6

28年度計画

・講座等開催

・補助金交付（6

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

2,543

0

0

0

2,543

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

5,534

19.00

47.00

0.00

0.00

5.00

0.00

0.00

0.00

508.6

29年度計画

・講座等開催

・補助金交付（6

件）

・情報提供

・団体登録

・情報交換会開催

2,543

0

0

0

2,543

0.45

6,646

0.00

2,544

0.00

5,534

20.00

48.00

0.00

0.00

5.00

0.00

0.00

0.00

508.6

平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 88 事務事業名 ボランティア・NPO支援事業

施策体系
部 総務部

政策   6 協働によるまちづくり
担当部署 地域支援課地域づくり支援係

施策 1 市民協働の推進
事務区分 自治事務

筑後市市民活動団体・NPO
活動支援補助金交付要綱

上位施策のねらい
自分のまちを自分たちで担う人が増加し、
地域コミュニティが形成されている。

根拠法 作成日 平成25年 7月19日
令･要

筑後市市民活動団
体登録要綱

綱等 事業開始 平成15年度

事業終了
基本事業 市民活動の活発化

必要度合 不特定の市民にも受益が及ぶ事務事業

１．事務事業の目的、指標等 成果指標名① 単位
類似事務事業

ちくご男女共同参画ネットワーク補助金、連合婦人会育成補
助金、地域子育てサロン事業、生涯学習リーダー養成講座

ボランティア活動をしていると回答した市民の割合 ％

計算式 アンケートで「ボランティア活動をしている」との回答者数/回答者数

成果指標名② 単位

筑後市市民活動団体登録数＋NPO法人認証数 団体

計算式 登録団体数＋主たる事務所が筑後市にあるNPO法人数（年度末現在）
事業立案のねらい（何・誰をどのような状態にしたいのか）

市内で活動する団体の情報提供や活動しやすい環境整備を行ない、
市民同士・団体同士のボランティアの輪が広がることで、団体とし
ての活動の活性化、活動に参加する市民の増加などにつながる。

成果指標名③ 単位

計算式

成果指標名④ 単位

事業を取 事業の受益者 事業の利害関係者 その他関係団体
り巻く関 計算式
係者 市民・ボランティア団体・NPO法人・市民活動団体

活動指標名① 単位
実施内容（年度別に異なる場合は分かるように） 講座・研修会、説明会等の開催回数 回
・ボランティア団体・NPO法人・市民活動団体が行う公益性の高い事業に対して、1団体１事業分野あた
り年20万円を上限に原則単年度補助を行う。
交付団体の選考のため、活動計画説明会（公開プレゼンテーション）を開催し委員会で審査を行う。ま
た、交付団体に関する情報を市ホームページ等で公表する。
・ボランティアやNPO、協働に関する講座や研修会を市民活動団体共同企画により開催する。
・ボランティア団体等に対する助成金、NPOや協働についてのセミナー開催等の情報をホームページ等で
情報を提供する。
・市民活動団体登録を行い、市ホームページに掲載し団体の支援、市民の社会貢献活動への参加の機会
を拡げる。
・登録団体による代表者会議を開催し、支援策の検討（市民活動支援センターの設置に関することなど
）や交流・情報交換を図る。

活動指標名② 単位

活動指標名③ 単位

活動指標名④ 単位

２．コスト、実績の推移

計画

　年度別計画
実績

ア予算額・決算額 千円

　　国・県支出金

　　その他財源

　　地方債

　　一般財源

イ従事者数(正規) 人

ウ年平均給与額 千円

エ従事者数(再任用等) 人

オ年平均給与額 千円

カ従事者数(臨時等) 人

キ総コスト(ア+イ*ウ+エ*オ)千円

ク成果指標① ％

　　　　　② 団体
　　　　　③

　　　　　④

ケ活動指標① 回
　　　　　②

　　　　　③

　　　　　④

コ活動1件当たりコスト 千円
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平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 88 事務事業名 ボランティア・NPO支援事業

３．環境変化

事務事業を取り
巻く環境が変化
していないかこ
のまま推移する
と懸念されるこ
と

・地方分権の推進や厳しい財政状況の中、住民サービスをすべて行政が担うことは困難になってきている。
・少子高齢化の進行、生活様式の変化などにより市民ニーズは多様化し、地域のつながりも希薄になっている。
・一方、自らの経験や能力を社会のために活かしたいという市民は少しずつ増えている。
・様々な社会的課題に自発的に取り組む市民活動団体も増えており。（市登録団体は32団体、市内のNPO法人数は24
年度末で11団体）
・今後は、市民、市民活動団体、地域コミュニティなどの様々な主体と協働しながらまちづくりを進めることが重
要となっている。

４．評　価

ア必要性
依然として市が行う必要
があるか。民間に任せら
れないか

見直し余地なし 上位施策貢献度 大

市では、行政と市民がそれぞれの役割を自覚し、協働のまちづくりを進めてい
る。また市民活動団体が魅力と元気いっぱいのまちづくりの主役として、活動
しやすい環境づくりの支援に努めると同時に、市民の方々にも市民活動への参
加を呼び掛け、関心を持ってもらう。

イ公平性
受益者層は妥当か
受益者負担見直しの余
地はあるか

見直し余地なし

補助金交付は、市民の方々に団体活動についての説明（プレゼンテーション）
を行い、説明内容をもとに、委員会で公平かつ公正な審査選考を行う。補助交
付を受けている団体は、不特定多数の市民に利益が還元されるような活動に取
り組まれている。

ウ有効性
成果向上につながって
いるか。成果は順調に
出ているか。改善見直
しの余地はないか

見直し余地あり 成果向上の余地 中

平成２４年度については、ＳＮＳ講座を実施。次年度以降より多くの講座が取
り組めるよう団体と協働で開催していく必要がある。また、講座開催について
は広報等周知不足の面もあるため、検討の必要がある。

エ効率性
効率的といえるか
改善見直しの余地はな
いか

見直し余地あり コスト削減余地 無

市民活動が活性化するためには、市民のボランティア活動に対する関心を高め
ることが必要であり、市内の市民活動団体の取り組みについて、多くの市民に
理解してもらうことが必要である。そのため市民への周知活動を行う。

５．総合評価

課長 城戸淳一ア　総合評価 イ　前回評価後の改善内容

改善案
の進捗
実施状
況

市で行う補助金交付事業について、補助金の目的でもある

団体の基盤づくりの第１ステップは完了したと考えること

ができる。平成２５年度については、新たに見直しを行っ

た事業型の補助金の運用を進めていく必要がある。

平成２４年度は、市民活動団体との協働によるＳＮＳ講座

の実施を行った。また、登録団体間同士の情報交換会が1回

、先進地視察研修が１回を実施しており、今後も情報交換

会等の実施を検討していく。

事業（成果）の方向性

休廃止 終期

統合 統合事務事業 ウ　今後の具体的な対応策、実施案

まずは、住民へ市民活動を周知していくこ
とが課題である。今年度改定した補助金、
各種ボランティア講座など徹底した周知活
動をおこない、市民活動の輪を広げていく
。

継続 成果向上
期間変更

成果維持
手段改善

成果減少

次年度の投入資源

事業費 現状維持
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23年度決算

募集・支援
業務

募集支援業務
団体数　26
団体
（4団体増）

47

0

0

0

47

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,642

587.00

24.00

0.00

0.00

4,372.00

1,051.00

0.00

0.00

0.0

24年度決算

募集・支援
業務

募集支援業務
団体数　28
団体
（2団体増）

38

0

0

0

38

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,633

534.00

24.00

0.00

0.00

4,302.00

1,042.00

0.00

0.00

0.0

25年度予算

募集・支援
業務

140

0

0

0

140

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,735

540.00

26.00

0.00

0.00

4,350.00

1,100.00

0.00

0.00

0.0

26年度計画

募集・支援
業務

140

0

0

0

140

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,735

550.00

27.00

0.00

0.00

4,400.00

1,150.00

0.00

0.00

0.0

27年度計画

募集・支援
業務

140

0

0

0

140

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,735

560.00

28.00

0.00

0.00

4,450.00

1,200.00

0.00

0.00

0.0

28年度計画

募集・支援
業務

140

0

0

0

140

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,735

570.00

29.00

0.00

0.00

4,500.00

1,250.00

0.00

0.00

0.0

29年度計画

募集・支援
業務

140

0

0

0

140

0.24

6,646

0.00

2,544

0.00

1,735

580.00

30.00

0.00

0.00

4,550.00

1,300.00

0.00

0.00

0.0

平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 89 事務事業名 環境パートナー事業

施策体系
部 総務部

政策   6 協働によるまちづくり
担当部署 地域支援課地域づくり支援係

施策 1 市民協働の推進
事務区分 自治事務

上位施策のねらい
自分のまちを自分たちで担う人が増加し、
地域コミュニティが形成されている。

根拠法 作成日 平成25年 7月 9日
令･要
綱等 事業開始

事業終了
基本事業 市民活動の活発化

必要度合 受益者の特定が困難で、費用回収が困難

１．事務事業の目的、指標等 成果指標名① 単位
類似事務事業

川と水を守る運動・資源ごみ収集事業・クリーン作戦事業・
クリーク対策事業（筑後市）
福岡県さわわか道路美化促進事業（福岡県）
ボランティア・サポート・プログラム（国土交通省）

活動団体所属人員 人

計算式 登録団体の個人会委員数

成果指標名② 単位

活動団体数 団体

計算式 登録団体数
事業立案のねらい（何・誰をどのような状態にしたいのか）

市民にとって身近な公共空間である道路、公園、河川その他公共施設
等において、市民等がボランティアで行う美化運動や環境保全運動を
おこない易い環境をつくること。これにより、市民等の公共活動への
参加意識の醸成と活性化を促進し、市民と市の協働によるまちづくり
が推進されることを目指す。

成果指標名③ 単位

計算式

成果指標名④ 単位

事業を取 事業の受益者 事業の利害関係者 その他関係団体
り巻く関 計算式
係者 市民（公共施設利用者） 公共施設の管理する受託団体 アダプトプログラムを実施している福岡県、国

活動指標名① 単位
実施内容（年度別に異なる場合は分かるように） 年間延べ活動人員 人

市民等（企業、ＮＰＯ、ボランティア団体、学校などの団体や
、個人）が、市との合意書に基づき、公共用地の清掃、除草、
緑化などの美化・環境保全活動を実施する。一方、市は活動団
体等に対し、ごみ袋等の支給や活動団体のＰＲなどによる支援
を行う。

活動指標名② 単位

年間延べ活動回数 回

活動指標名③ 単位

活動指標名④ 単位

２．コスト、実績の推移

計画

　年度別計画
実績

ア予算額・決算額 千円

　　国・県支出金

　　その他財源

　　地方債

　　一般財源

イ従事者数(正規) 人

ウ年平均給与額 千円

エ従事者数(再任用等) 人

オ年平均給与額 千円

カ従事者数(臨時等) 人

キ総コスト(ア+イ*ウ+エ*オ)千円

ク成果指標① 人

　　　　　② 団体
　　　　　③

　　　　　④

ケ活動指標① 人
　　　　　② 回
　　　　　③

　　　　　④

コ活動1件当たりコスト 千円
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平成25年度継続事務事業評価表（ソフト）
ID 89 事務事業名 環境パートナー事業

３．環境変化

事務事業を取り
巻く環境が変化
していないかこ
のまま推移する
と懸念されるこ
と

公共サービスについては、行政の活動領域が肥大化し、行政のみでは問題の解決は難しい
状況である。また、国の財政状況の悪化により、交付税は削減され従来の行政サービスを
維持することも難しい。

４．評　価

ア必要性
依然として市が行う必要
があるか。民間に任せら
れないか

見直し余地なし 上位施策貢献度 小

制度は市民と行政が協働して取り組むことが必要と考える。
清掃箇所として公共の場である道路・水路そして公園等などを協働して市民が
取り組むことで、継続した環境美化につながる。

イ公平性
受益者層は妥当か
受益者負担見直しの余
地はあるか

見直し余地なし

制度は全ての市民が登録可能である。
また、清掃箇所が公共の場である道路や公園の清掃であるため不特定多数の市
民に利益がある。

ウ有効性
成果向上につながって
いるか。成果は順調に
出ているか。改善見直
しの余地はないか

見直し余地なし 成果向上の余地 大

市民の中にも環境意識への関心が高まっており、様々なボランティア活動が行われている。制度
をつくり行政が一定の支援をすることにより、更なる意識向上・活動の活性化が期待される。
また、現状は清掃活動が主であるが、必要性に応じて幅広い環境美化活動に取り組む新たな団体
を期待する。

エ効率性
効率的といえるか
改善見直しの余地はな
いか

見直し余地あり コスト削減余地 無

昨年度と同じく、事業実施に当たって担当窓口を地域支援課、実務担当を各業
務課（主に道路・水路課、都市対策課）でおこなっている。担当部署相互の連
携・情報の共有化を図り、効率的な運用をする必要がある。

５．総合評価

課長 城戸淳一ア　総合評価 イ　前回評価後の改善内容

改善案
の進捗
実施状
況

市として、今後も継続して支援を行
っていく必要がある。また、たくさ
んの市民の方々に知ってもらうため
に広報及び市のホームページで周知
を行っていく必要がある。

事業（成果）の方向性

休廃止 終期

統合 統合事務事業 ウ　今後の具体的な対応策、実施案

広報、ホームページ等で周知を図り、市民
活動への輪を広げていく必要がある。継続 成果向上

期間変更
成果維持

手段改善
成果減少

次年度の投入資源

事業費 現状維持

12



������ ������ ������

����

����

���	��

����

����

���
��

����

����

����

������

����

����

����

�����

����

����

�� ��	��������	
	��������
����� �������������������� 

� !"#$% �	
�� ���

�� ��� �����&�'�(���� )�*+,)�-./
��
����� ��!" ������#

��$% �����&� &&� 0123456789

'�() :;<=�>2?@ABCD�E��
�� &&� �>01=FG

*+�� H+=��FG
������ �� 	
�� ���

���������	
�	��
��� 	
� ��

��������	
������	
����������������� !���"#$�%
&��'�()*+,�-./0�1��*23456��789:4;<=

����������
������� �!

�����" �� 	
�� ���

"#$%&' ��

���������	
��
�������
�����������

��� 	
� ��
(��)*+�,-
�./01

-./0���1>0	
�?@AB78
�%C
DEF?@CG
DHI?@JK
DLM?@CGNO

�����( �� 	
�� ���
2��34
����56�78

��� 	
� ������9��:;<

�����2 �� 	
�� ���
=%>�� ��������	
��������������

��� 	
� ��

���������

, , IJKL
- . MN"-
/

0 OP1
2 ��H"3
4 QR��

. , IJKL
5 . MN"-
6

0 OP

2 ��H"

4 QR��

����ST











U



U


U





����

����

����

����

����-.

�V

�V





�V

U



U


U



�V

����

����

����

����

�	��-.

�V

��V





��V

U



U


U



�V

����

����

����

����

�
��-.

�V

��V





��V

U



U


U



�V

����

����

����

����

����-.

�V

��V





��V

U



U


U



�V

����

����

����

����

���-.

�V

��V





��V

U



U


U



�V

����

����

����

����

����-.











U



U


U





����

����

����

����

�� ��	��������	
	��������
����� �������������������� 

789:56;<=

>0?@ABC@A DE

>>>>FBGHIJ DE

>>>>K;LMN DE

>>>>OPQ DE

>>>>RSMN DE

>2T�U�VWXY >Z

>4[\]^_A DE

>`T�U�Vab	#Y >Z

>c[\]^_A DE

>dT�U�Vef#Y >Z

>gZh�V2i4j`icY DE

>kl789V0jgY DE

�����

����"

����(

����2

������������������� !"#$%&
��������	
��
������������������� !"�#�$
%&'�()*+,-./0+���01234��567
8	9�:;	<

�=���>?8	�@�ABC�
��DE8	FGH6IJK��LMNOP3QRS4��
T:�U.LVW:;	<

�X���>?8	YZ�ABC�
��[B\]���S^_`ab
cd�ef%gh�iR
��57jVWL;	<k%S��lg'�mn�b239
opqrsLVW:;	<

�t�6$qau%v-�wx�
�yW6I�z{�wx

�|}~`q�C:�+�����1��
����5���$%}~���C�$3����~�Q�
	�C��S���>�:;R���C�$3����~�
Q�	�C��S���������~�Q�	FGH��
5����f%���C�$3����~�Q�	�C��
5���8	9�

�� ¡¢£:�¤¥�����6¦§�
�¨©./��ª��«¬!®¯°±�@
�²³]´µ¶·¸�²³S«¹«·¯�º:I´
�@S¬¬¯�²³S»¬¸�º:�6�
¼½¾¿Àª�~Ád�Â-�ÃÄª�¨©ÅÆÇÈ��
É"ÊWiRË

?@�A0BCD�

�EF�

�

��������	
��������������
��������� !"#�$%&'�(

GH)?IJ-A�

0K,-EF�

�

)*+$,-.�'"LM';<CNO�

EF�

�

PQ�R��C;
�EF

S��TU WXYZ[\]^H

13



 

14


	6_1表紙
	6_1目次作成
	バインダ1.pdf
	6_1_21
	6_1_22
	6_1_49
	6_1_83
	6_1_88
	6_1_89
	6_1_1270-0
	6_1_1270-99




